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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第179期
第３四半期
連結累計期間

第180期
第３四半期
連結累計期間

第179期

会計期間
自　2017年１月１日
至　2017年９月30日

自　2018年１月１日
至　2018年９月30日

自　2017年１月１日
至　2017年12月31日

売上収益
(百万円)

1,355,315 1,420,724
1,863,730

(第３四半期連結会計期間) (477,162) (502,480)

税引前四半期利益又は
税引前利益

(百万円) 190,737 198,658 233,711

親会社の所有者に帰属する
四半期(当期)利益 (百万円)

217,178 128,928
241,991

(第３四半期連結会計期間) (47,401) (42,458)

親会社の所有者に帰属する
四半期(当期)包括利益

(百万円) 242,858 103,596 286,083

親会社の所有者に帰属する持分 (百万円) 914,506 916,702 957,828

資産合計 (百万円) 2,374,941 2,282,572 2,398,572

基本的１株当たり
四半期(当期)利益 (円)

237.98 143.25
265.17

(第３四半期連結会計期間) (51.94) (48.04)

希薄化後１株当たり
四半期(当期)利益

(円)  237.97 143.22 265.14

親会社所有者帰属持分比率 (％) 38.5 40.2 39.9

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 166,527 138,779 221,710

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 32,135 79,784 63,214

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △133,626 △201,405 △182,163

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 123,506 172,688 161,987
 

(注) １ 当社は要約四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２　上記指標は、国際会計基準(以下、「IFRS」という。)により作成した要約四半期連結財務諸表及び連結財務

諸表に基づいております。

３ 売上収益には、消費税等は含まれておりません。

４ 百万円未満を四捨五入して記載しております。

５　当社グループは、第179期においてBrasil Kirin Holding S.A.を非継続事業に分類したため、第179期第３

四半期連結累計期間及び第179期において、継続事業と非継続事業を区分して表示しております。したがっ

て、売上収益及び税引前四半期利益又は税引前利益は、継続事業の金額を表示しております。なお、第180

期第３四半期連結累計期間においては、継続事業からの業績のみとなります。

６　第179期に実施した事業の取得について、取得日において取得原価の配分が完了しておらず、暫定的な評価

に基づいて会計処理していました。第180期において評価が確定したため、第179期の財務数値を遡及修正し

ております。

 
２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間（2018年１月１日～2018年９月30日）における世界経済は、米国や欧州では堅調に推

移しましたが、米中貿易摩擦等の影響で経済環境の悪化が進む国もあり、全体では不確実性がやや高まりました。

中国経済との関与が深い豪州や東南アジア諸国連合では、現地通貨安が進行しました。

日本では、緩やかな物価上昇を背景に個人消費には若干の停滞感がありましたが、雇用・所得環境は引き続き安

定し、夏季の猛暑では特に飲料の需要が高まりました。しかしながら、当第３四半期連結会計期間には、７月の西

日本豪雨や９月の北海道胆振東部地震をはじめとする自然災害が相次ぎ、生産活動の一時停止や、交通の寸断によ

る物流網の混乱が生じました。

キリングループ（当社及び当社の関係会社）では、「キリングループ2016年－2018年中期経営計画」（略称：

2016年中計）の最終年度である当年度において、“構造改革によるキリングループの再生”を実現するために、

2016年中計で定める重点課題の解決に引き続き取り組みました。さらに、長期経営構想「新キリン・グループ・ビ

ジョン2021」（略称：新KV2021）と「グループCSV
※１
コミットメント」に基づき、酒類、飲料、医薬・バイオケミ

カルの各事業で、CSV重点課題である“健康”、“地域社会への貢献”、“環境”の解決に向けた取り組みを一段と

前進させました。特に“地域社会への貢献”については、岩手県遠野市での「ビールの里構想」の実現による社会

的価値向上と、原材料の安定調達やクラフトビールカテゴリーの育成による経済的価値向上の両立を目指して、農

林中央金庫と共に、農業生産法人のBEER EXPERIENCE株式会社に出資しました。

これらの結果、当第３四半期連結累計期間について、売上収益はキリンビール㈱での販売数量増加が牽引した日

本綜合飲料事業での増収と、海外その他綜合飲料事業での大幅な増収により増加しました。一方で、為替影響と販

売数量の減少によるオセアニア綜合飲料事業での減益と、薬価引き下げ等による医薬・バイオケミカル事業の減益

により、事業利益
※２
は減少しました。税引前四半期利益は、キリン・アムジェン社の全株式譲渡に伴う売却益の計

上に加え、協和発酵キリン㈱による協和メデックス㈱の一部株式譲渡に伴う売却益の計上により、増加しました。

親会社の所有者に帰属する四半期利益は、前年同期にブラジルキリン社の全株式譲渡に伴う売却益を計上していた

反動で、減少しました。

なお、前第３四半期連結会計期間に実施した事業の取得について、取得日において取得原価の配分が完了してお

らず、暫定的な評価に基づいて会計処理していました。当第３四半期連結会計期間において評価が確定したため、

前年度及び前第３四半期連結累計期間の財務数値を遡及修正しております。

 
※１　CSV：Creating Shared Valueの略で、社会課題への取り組みによる“社会的価値の創造”と“経済的価値の創造”の両立により、

　　　企業価値向上を実現することです。

※２　事業利益：事業の経常的な業績を測る利益指標で、売上収益から売上原価並びに販売費及び一般管理費を控除して計算。

 
連結売上収益 １兆4,207億円 (前年同期比 4.8％増 )

連結事業利益 1,472億円 (前年同期比 1.1％減 )

連結税引前四半期利益 1,987億円 (前年同期比 4.2％増 )

親会社の所有者に帰属する四半期利益 1,289億円 (前年同期比 40.6％減 )

（参考）    

平準化EPS　※ 122円 (前年同期比 2.4％減 )
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　　　　※　平準化：その他の営業収益・費用等の非経常項目を除外し、より実質的な収益力を反映させるための調整

　　　　　　平準化EPS = 平準化四半期利益 / 期中平均株式数

平準化四半期利益 = 親会社の所有者に帰属する四半期利益±税金等調整後その他の営業収益・費用等

　

なお、株主還元の一層の充実を目指して２月に開始した自己株式の取得については、取得価額総額の上限に達し

たことにより、2018年９月13日を以って、取得株式総数約3,467万株、取得価額総額約1,000億円にて終了しまし

た。

 
セグメント別の業績は次のとおりです。　

　

＜日本綜合飲料事業＞

キリンビール㈱では、ビールカテゴリーの魅力化に注力すると共に、再成長に向けて、投資するブランド・活動

を絞り込んだ効率の高いマーケティング活動を実行しました。国内のビール類市場がマイナス成長となる中、リ

ニューアル後の「キリン のどごし＜生＞」の復調や上方修正した年間販売目標の８割を販売した「本麒麟」が牽引

して新ジャンルカテゴリーの販売数量が増加した結果、ビール類カテゴリー全体での販売数量は前年から増加しま

した。フラッグシップブランド「キリン一番搾り生ビール」の販売数量は、缶製品の好調等で市場を上回るペース

で増加しましたが、業務用市場全体の販売停滞の影響により、ビールカテゴリーの販売数量は減少しました。クラ

フトビールを気軽に楽しめる“場”の実現による新たなビール文化の創造を目指して展開する「Tap Marché（タッ

プ・マルシェ）」
※１
は、取扱商品を合計７ブルワリー・19銘柄のラインアップに拡大し、９月には累計展開店舗数

が全国で5,000店を突破しました。市場が成長を続けるRTD
※２
カテゴリーでは、「キリン 本搾りTMチューハイ」や

４月発売の「キリン・ザ・ストロング」の販売が好調に推移し、カテゴリー全体の販売数量が前年よりも増加しま

した。洋酒カテゴリーについても、「ホワイトホース」等の輸入ウイスキーを中心に好調が続き、売上が前年より

も増加しました。

メルシャン㈱では、従来の発想に捉われずにワインの価値を提案し、それぞれのカテゴリーごとに注力ブランド

の選択と集中を進めました。フラッグシップブランド「シャトー・メルシャン」は、自社管理畑を中心とした主要

栽培地に誕生する“３つのワイナリー”を軸に商品ポートフォリオを刷新し、その販売が好調に推移しました。９

月には長野県塩尻市にワイナリーを新設しました。国内製造ワインでは主力商品「おいしい酸化防止剤無添加ワイ

ン」の販売数量が増加し、輸入ワインでは活動に注力するデイリーワインの「フロンテラ」、中価格帯の「カッ

シェロ・デル・ディアブロ」の販売が好調でしたが、選択と集中により一部ブランドの販売数量が減少し、ワイン

全体の販売数量は前年からやや減少しました。また、ブドウの供給量が市場全体で不足している影響により、ワイ

ンの原材料費が増加しました。

キリンビバレッジ㈱では、引き続き一層強固なブランド体系の構築と事業基盤の強化を目指して活動しました。

「キリン 生茶」の好調や、猛暑の影響等により健康・スポーツ飲料やミネラルウォーターの販売が増加した結果、

清涼飲料全体の販売数量は前年よりも増加しました。一方で、７月に発生した西日本豪雨等により、一部商品の出

荷調整や出荷停止を行った影響もあり、基盤ブランド「キリン 午後の紅茶」をはじめ一部ブランドの販売数量が減

少しました。なお、コーヒーの「キリン ファイア」は、一部商品の出荷停止に加えて、缶コーヒー市場の縮小傾向

の影響も受け、大きく販売数量が減少しました。注力する小型PET容器については堅調に推移し、４月のリニューア

ル後に好調が続く「キリンレモン」は、年間販売目標を発売当初の約７割増となる600万箱へ上方修正しました。

これらの結果、日本綜合飲料事業では、キリンビバレッジ㈱における缶コーヒーの販売数量減少等による商品・

容器構成差異の悪化や、メルシャン㈱での原材料価格高騰の影響はありましたが、キリンビール㈱での新ジャンル

を中心とするビール類の販売数量増加やRTDの販売数量増加により、売上収益、事業利益は共に増加しました。

 
※１　Tap Marché（タップ・マルシェ）：当社が開発した１台で数種類のビールの提供が可能な小型のディスペンサーを設置することで、

　　　多様なクラフトビールを楽しんで頂くための仕組みです。

※２　RTD：栓を開けてそのまま飲める低アルコール飲料で、Ready to Drinkの略です。

 
日本綜合飲料事業連結売上収益 7,959億円 (前年同期比 2.2％増 )

日本綜合飲料事業連結事業利益 624億円 (前年同期比 5.7％増 )
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＜海外綜合飲料事業＞

ライオン社酒類事業では、中長期的な利益回復を目指したブランドポートフォリオ戦略に基づき、引き続き成長

カテゴリーでのブランド強化を進めました。豪州ビール市場が縮小する中、豪州最大のニュー・サウス・ウェール

ズ州で導入された容器保証金制度の影響等により、酒類事業全体での販売数量は若干減少しました。一方で、成長

カテゴリーの注力商品については、７月に新商品を追加した「アイアン・ジャック」ブランドや全国展開を進める

「ファーフィー」の販売が好調に推移しました。また、海外展開の加速を含めたクラフトビールの強化を目的に、

英国とニュージーランドで２つのクラフトブルワリーを獲得しました。ライオン社飲料事業では、引き続き注力カ

テゴリーを中心にブランド強化を進めました。乳飲料では販売促進活動により主力商品「デア」等の販売数量が増

加しましたが、果汁飲料等の販売数量が減少し、飲料全体での販売数量は前年を下回りました。また、豪州東部の

州を中心に100年に１回発生する規模の大規模な干ばつの発生による影響を受けましたが、引き続き収益性の向上を

目指して流通網と製造部門の最適化による費用低減に努めました。

なお、10月に、当社及びライオン社は、ライオン社飲料事業の株式を第三者に譲渡する検討の開始について発表

しました。飲料事業は、事業構造の変革によりこれまで着実に収益性を向上してきましたが、今後、将来の成長に

向けた戦略遂行へステージを移していくにあたり、慎重に戦略的選択肢を検討した結果、飲料事業の売却による事

業分離が最善策であると判断しました。

ミャンマー・ブルワリー社では、ミャンマーのビール市場における高い知名度と市場占有率のもと、効果的なリ

サーチ活動で市場やお客様の理解をさらに深め、販売活動を展開しました。主力商品「ミャンマービール」は、缶

製品の販売促進活動等を通じて販売数量が増加しました。さらに、エコノミーカテゴリー商品への需要の高まりが

続いており、「アンダマン ゴールド」の販売数量は大幅に増加しました。

これらの結果、オセアニア綜合飲料事業について、ライオン社酒類事業では、ビールの販売数量減少と前年同期

比で円高が進行した影響により、減収減益となりました。同社飲料事業では、果汁飲料等の販売数量が減少したこ

とに加え、豪州の大規模干ばつや為替の影響もあり、減収減益となりました。総合して、オセアニア綜合飲料事業

全体での売上収益と事業利益は共に減少しました。

海外その他綜合飲料事業では、ミャンマー・ブルワリー社での販売数量の大幅な増加や、昨年９月に事業範囲を

拡大した米国の清涼飲料事業の子会社であるCCNNE社
※
での販売数量の大幅な増加により、売上収益が大きく増加し

ました。また、CCNNE社での原材料費の高騰による影響は続きましたが、ミャンマー・ブルワリー社の売上収益が前

年同期よりも増加した影響の方が大きく、事業利益も増加しました。

 
※ CCNNE社：米国北東部で清涼飲料の製造販売事業を展開する完全子会社である、コカ・コーラ ボトリングカンパニー オブ ノーザン

　 ニューイングランド社の略称です。

 
オセアニア綜合飲料事業連結売上収益 2,377億円 (前年同期比 4.6％減 )

オセアニア綜合飲料事業連結事業利益 317億円 (前年同期比 11.8％減 )

    

海外その他綜合飲料事業連結売上収益 1,263億円 (前年同期比 119.4％増 )

海外その他綜合飲料事業連結事業利益 109億円 (前年同期比 13.1％増 )
 

 

EDINET提出書類

キリンホールディングス株式会社(E00395)

四半期報告書

 5/39



 

＜医薬・バイオケミカル事業＞

協和発酵キリン㈱の医薬事業では、「グローバル・スペシャリティファーマ」への飛躍を目指し、グローバル戦

略品の価値最大化を目指すと共に、新製品群を中心とした既存製品の市場浸透や、エリア別の顧客関係力強化、新

たな開発パイプラインの充実を進めました。国内では、花粉飛散の影響で抗アレルギー点眼剤「パタノール」の売

上が前年を上回り、新製品群では発熱性好中球減少症発症抑制剤「ジーラスタ」、乾癬治療剤「ルミセフ」等の売

上が堅調に推移しました。しかしながら、協和メデックス㈱の連結除外の影響に加え、４月に実施された薬価基準

引き下げ、後発医薬品の浸透や競合品の影響等により、国内の売上は前年より減少しました。海外では、Ｘ染色体

遺伝性低リン血症治療剤「Crysvita」（開発コード名：KRN23）が米国やドイツ等で順調に浸透していることに加

え、米国での優先審査バウチャーの売却による技術収入の増加や、癌疼痛治療剤「Abstral」等の堅調な販売等を背

景として、売上が前年から増加しました。研究開発においては、KW-0761（日本製品名「ポテリジオ」）が、全身治

療歴を有する成人の再発もしくは難治性の菌状息肉腫とセザリー症候群
※
を適応症として、米国での承認を８月

に、欧州での承認勧告を９月に取得しました。

バイオケミカル事業では、前年の植物成長調整剤事業譲渡の影響や海外での一部品目の競争激化の影響により、

売上が前年から減少しました。一方で、海外工場への生産シフトによるコスト削減や製品ミックスの改善により、

前年に比べて収益性が向上しました。

これらの結果、医薬・バイオケミカル事業全体では、海外での売上は増加しましたが、薬価基準引き下げ影響等

による国内での売上減少に加え、協和メデックス㈱の連結除外影響や海外での新製品上市に伴う販売費及び一般管

理費の増加もあり、売上収益、事業利益は共に減少しました。

 
※菌状息肉腫とセザリー症候群：菌状息肉腫とセザリー症候群は皮膚T細胞性リンパ腫（CTCL）の主な病型です。CTCLは珍しいタイプの疾

患で、悪性のTリンパ球が皮膚に局在化することにより、皮膚等に病変が現れます。菌状息肉腫はCTCLの50％～70％を占め、皮膚や血液、

リンパ節や臓器に転移する進行の遅いリンパ腫ですが、時に重篤な感染症を引き起こす場合があります。セザリー症候群はCTCLの約３%を

占め、菌状息肉腫より進行が早い白血病型のCTCLです。

 
医薬・バイオケミカル事業連結売上収益 2,489億円 (前年同期比 3.0％減 )

医薬・バイオケミカル事業連結事業利益 456億円 (前年同期比 4.6％減 )
 

 

(2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の資産は、営業債権及びその他の債権、売却目的で保有する非流動資産の減少等に

より、前年度末に比べ1,160億円減少して２兆2,826億円となりました。

資本は、利益剰余金は増加したものの、自己株式の増加及びその他の資本の構成要素の減少等により、前年度末

に比べ278億円減少して１兆2,014億円となりました。

負債は、社債及び借入金の減少等により、前年度末に比べ882億円減少して１兆812億円となりました。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前年度末に比べ107

億円増加の1,727億円となりました。活動毎のキャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動による資金の収入は前年同期に比べ277億円減少の1,388億円となりました。運転資金の流入は251億円

減少、法人所得税の支払額は214億円減少しました。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動による資金の収入は前年同期に比べ476億円増加の798億円となりました。有形固定資産及び無形資産

の取得については、前年同期に比べ25億円増加の635億円を支出しました。一方、持分法で会計処理されている投

資の売却により851億円、投資の売却により303億円、有形固定資産及び無形資産の売却により168億円、子会社株

式の売却により91億円の収入がありました。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動による資金の支出は前年同期に比べ678億円増加の2,014億円となりました。コマーシャル・ペーパー

の増加により200億円、長期借入により159億円の収入がありました。一方、自己株式の取得により1,000億円、社

債の返還により700億円、配当金の支払により557億円、長期借入金の返済により200億円の支出がありました。
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(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更はありま

せん。

 
(5) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における当社グループの研究開発費の総額は、404億円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,732,026,000

計 1,732,026,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2018年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2018年11月８日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 914,000,000 914,000,000

東京、名古屋(以
上 各 市 場 第 一
部)、福岡、札幌
各証券取引所

(注)１

計 914,000,000 914,000,000 ― ―
 

(注) １ 完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式(単元株式数は100株)であ

ります。

２ 米国では、ADR(米国預託証券)により未公開株式流通市場で取引されております。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2018年７月１日～
2018年９月30日

― 914,000 ― 102,046 ― 81,412
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（2018年６月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

   2018年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

16,017,300
―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式(単元株式数は
100株)

完全議決権株式(その他)
普通株式

896,465,000
8,964,650 同上

単元未満株式
普通株式

1,517,700
― ―

発行済株式総数 914,000,000 ― ―

総株主の議決権 ― 8,964,650 ―
 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式7,000株(議決権70個)が含ま

れております。また、「議決権の数」には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数70個が含まれて

おります。

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、自己保有株式が51株含まれております。

 

② 【自己株式等】

  2018年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
キリンホールディングス
株式会社

東京都中野区中野
四丁目10番２号

16,017,300 ― 16,017,300 1.75

計 ― 16,017,300 ― 16,017,300 1.75
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．要約四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(2007年内閣府

令第64号。以下、「四半期連結財務諸表規則」という。)第93条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」

(以下、「IAS第34号」という。)に準拠して作成しております。

　また、要約四半期連結財務諸表は、百万円未満を四捨五入して記載しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(2018年７月１日から2018年

９月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(2018年１月１日から2018年９月30日まで)に係る要約四半期連結財務諸表

について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【要約四半期連結財務諸表】　　

(1) 【要約四半期連結財政状態計算書】

   (単位：百万円)

 注記
前年度

(2017年12月31日)
当第３四半期連結会計期間
(2018年９月30日)

資産    

　非流動資産    

　　有形固定資産  551,194 531,616

　　のれん  260,414 251,918

　　無形資産  182,892 183,666

　　持分法で会計処理されている投資  210,780 227,488

　　その他の金融資産  208,545 190,626

　　その他の非流動資産  15,799 14,029

　　繰延税金資産  96,727 93,222

　　非流動資産合計  1,526,351 1,492,565

    

　流動資産    

　　棚卸資産  195,136 214,628

　　営業債権及びその他の債権  402,296 368,154

　　その他の金融資産  3,362 5,498

　　その他の流動資産  34,168 29,039

　　現金及び現金同等物 11 160,913 172,688

　　(小計)  795,876 790,007

　　売却目的で保有する非流動資産  76,344 ―

　　流動資産合計  872,221 790,007

資産合計  2,398,572 2,282,572
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(単位：百万円)

 注記
前年度

(2017年12月31日)
当第３四半期連結会計期間
(2018年９月30日)

資本    

　資本金  102,046 102,046

　資本剰余金  2,208 2,232

　利益剰余金  811,454 912,475

　自己株式 5 △2,020 △101,943

　その他の資本の構成要素  44,140 1,893

　親会社の所有者に帰属する持分  957,828 916,702

　非支配持分  271,311 284,649

　資本合計  1,229,139 1,201,351

    

負債    

　非流動負債    

　　社債及び借入金  362,622 369,091

　　その他の金融負債  88,342 87,982

　　退職給付に係る負債  66,016 66,844

　　引当金  7,385 7,012

　　その他の非流動負債  13,255 11,911

　　繰延税金負債  18,851 17,658

　　非流動負債合計  556,472 560,499

    

　流動負債    

　　社債及び借入金  123,852 74,004

　　営業債務及びその他の債務  224,270 204,732

　　その他の金融負債  55,018 45,061

　　未払法人所得税  9,853 24,031

　　引当金  1,005 598

　　その他の流動負債  194,850 172,297

　　(小計)  608,849 520,723

　　売却目的で保有する非流動資産
　　に直接関連する負債

 4,111 ―

　　流動負債合計  612,960 520,723

　負債合計  1,169,432 1,081,221

　資本及び負債合計  2,398,572 2,282,572
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(2) 【要約四半期連結損益計算書】

(第３四半期連結累計期間)

(単位：百万円)

 注記
前第３四半期連結累計期間
(自　2017年１月１日
　至　2017年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2018年１月１日
　至　2018年９月30日)

継続事業    

売上収益 4,6 1,355,315 1,420,724

売上原価  761,331 806,622

売上総利益  593,984 614,102

    

販売費及び一般管理費 7 445,034 466,862

その他の営業収益 8 39,200 28,500

その他の営業費用 9 16,819 15,685

営業利益  171,332 160,056

    

金融収益 10 3,364 3,894

金融費用 10 8,047 5,916

持分法による投資利益  21,646 20,843

持分法で会計処理されている投資の売却益  2,441 19,782

税引前四半期利益  190,737 198,658

    

法人所得税費用  38,709  42,790

継続事業からの四半期利益  152,028  155,868

    

非継続事業    

　非継続事業からの四半期利益  81,786 ―

    

　四半期利益  233,814 155,868

    

四半期利益の帰属    

　親会社の所有者  217,178  128,928

　非支配持分  16,636  26,940

　四半期利益  233,814  155,868

    

１株当たり四半期利益(円)    

　基本的１株当たり四半期利益 12   

    継続事業  148.36 143.25

    非継続事業  89.62 ―

    基本的１株当たり四半期利益  237.98 143.25

    

　希薄化後１株当たり四半期利益 12   

    継続事業  148.35 143.22

    非継続事業  89.62 ―

    希薄化後１株当たり四半期利益  237.97 143.22
 

(注)　要約四半期連結損益計算書で参照している注記は全て、継続事業に関連した注記としております。
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(第３四半期連結会計期間)

(単位：百万円)

 注記
前第３四半期連結会計期間
(自　2017年７月１日
　至　2017年９月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自　2018年７月１日
　至　2018年９月30日)

継続事業    

売上収益 4 477,162 502,480

売上原価  267,350 286,355

売上総利益  209,812 216,125

    

販売費及び一般管理費  150,768 155,359

その他の営業収益  2,918 5,029

その他の営業費用  5,529 5,750

営業利益  56,433 60,045

    

金融収益  1,037 920

金融費用  1,400 1,538

持分法による投資利益  9,166 7,668

持分法で会計処理されている投資の売却益  2,441 ―

税引前四半期利益  67,678 67,095

    

法人所得税費用  15,484  17,697

継続事業からの四半期利益  52,194  49,398

    

非継続事業    

非継続事業からの四半期利益  ― ―

    

四半期利益  52,194 49,398

    

四半期利益の帰属    

　親会社の所有者  47,401  42,458

　非支配持分  4,793  6,941

　四半期利益  52,194 49,398

    

１株当たり四半期利益(円)    

　基本的１株当たり四半期利益 12   

    継続事業  51.94 48.04

    非継続事業  ― ―

    基本的１株当たり四半期利益  51.94 48.04

    

　希薄化後１株当たり四半期利益 12   

    継続事業  51.93 48.03

    非継続事業  ― ―

    希薄化後１株当たり四半期利益  51.93 48.03
 

(注)　要約四半期連結損益計算書で参照している注記は全て、継続事業に関連した注記としております。
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(3) 【要約四半期連結包括利益計算書】

(第３四半期連結累計期間)

  (単位：百万円)

 注記
前第３四半期連結累計期間
(自　2017年１月１日
　至　2017年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2018年１月１日
　至　2018年９月30日)

四半期利益  233,814  155,868

その他の包括利益    

　純損益に振り替えられることのない項目    

その他の包括利益を通じて公正価値で
測定する資本性金融商品の公正価値の
純変動

 9,754  11,498

確定給付制度の再測定  ― △563

持分法によるその他の包括利益  508  183

    

純損益に振り替えられる可能性のある項目    

在外営業活動体の換算差額  7,784  △41,222

キャッシュ・フロー・ヘッジ  2,691  1,621

持分法によるその他の包括利益  5,943  △978

    

　その他の包括利益合計  26,680  △29,462

　四半期包括利益  260,493  126,405

    

四半期包括利益の帰属    

　親会社の所有者  242,858  103,596

　非支配持分  17,635  22,810

　四半期包括利益  260,493  126,405
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(第３四半期連結会計期間)

  (単位：百万円)

 注記
前第３四半期連結会計期間
(自　2017年７月１日
　至　2017年９月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自　2018年７月１日
　至　2018年９月30日)

四半期利益  52,194  49,398

その他の包括利益    

　純損益に振り替えられることのない項目    

その他の包括利益を通じて公正価値で
測定する資本性金融商品の公正価値の
純変動

 1,582  10,390

持分法によるその他の包括利益  5  11

    

純損益に振り替えられる可能性のある項目    

在外営業活動体の換算差額  12,284  944

キャッシュ・フロー・ヘッジ  230  143

持分法によるその他の包括利益  1,072  1,200

    

　その他の包括利益合計  15,173  12,688

　四半期包括利益  67,367  62,087

    

四半期包括利益の帰属    

　親会社の所有者  61,010  55,775

　非支配持分  6,357  6,312

　四半期包括利益  67,367  62,087
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(4) 【要約四半期連結持分変動計算書】

前第３四半期連結累計期間(自　2017年１月１日　至　2017年９月30日)

(単位：百万円)

 注記

親会社の所有者に帰属する持分

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

その他の資本の構成要素

その他の包括利
益を通じて公正
価値で測定する
資本性金融商品
の公正価値の純

変動

確定給付制度
の再測定

2017年１月１日残高  102,046 2 597,638 △2,127 55,432 ―

四半期利益  ― ― 217,178 ― ― ―

その他の包括利益  ― ― ― ― 9,368 508

　四半期包括利益  ― ― 217,178 ― 9,368 508

剰余金の配当 5 ― ― △36,959 ― ― ―

自己株式の取得  ― ― ― △39 ― ―

自己株式の処分  ― 0 ― 0 ― ―

連結範囲の変更  ― ― ― ― ― ―

株式に基づく報酬取引  ― 38 ― 82 ― ―

支配の喪失を伴わない
子会社に対する
所有者持分の変動

 ― 2,134 ― ― △0 ―

その他の資本の構成要素
から利益剰余金への振替

 ― ― 667 ― △159 △508

その他の増減  ― ― ― ― ― ―

所有者との取引額合計  ― 2,172 △36,291 43 △160 △508

2017年９月30日残高  102,046 2,174 778,524 △2,084 64,641  ―
 

 

 注記

親会社の所有者に帰属する持分

非支配持分 資本合計

その他の資本の構成要素

合計在外営業活動体

の換算差額

キャッシュ・

フロー・ヘッジ
合計

2017年１月１日残高  △41,736 △5,131 8,565 706,124 253,064 959,188

四半期利益  ― ― ― 217,178 16,636 233,814

その他の包括利益  13,115 2,690 25,680 25,680 999 26,680

　四半期包括利益  13,115 2,690 25,680 242,858 17,635 260,493

剰余金の配当 5 ― ― ― △36,959 △8,487 △45,446

自己株式の取得  ― ― ― △39 ― △39

自己株式の処分  ― ― ― 1 ― 1

連結範囲の変更  ― ― ― ― △3,740 △3,740

株式に基づく報酬取引  ― ― ― 120 70 190

支配の喪失を伴わない
子会社に対する
所有者持分の変動

 268 ― 268 2,402 2,538 4,939

その他の資本の構成要素
から利益剰余金への振替

 ― ― △667 ― ― ―

その他の増減  ― ― ― ― 5 5

所有者との取引額合計  268 ― △400 △34,476 △9,613 △44,089

2017年９月30日残高  △28,353 △2,441 33,846 914,506 261,085 1,175,592
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当第３四半期連結累計期間(自　2018年１月１日　至　2018年９月30日)

(単位：百万円)

 注記

親会社の所有者に帰属する持分

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

その他の資本の構成要素

その他の包括利
益を通じて公正
価値で測定する
資本性金融商品
の公正価値の純

変動

確定給付制度
の再測定

2018年１月１日残高  102,046 2,208 811,454 △2,020 73,523 ―

四半期利益  ― ― 128,928 ― ― ―

その他の包括利益  ― ― ― ― 11,130 △113

　四半期包括利益  ― ― 128,928 ― 11,130 △113

剰余金の配当 5 ― ― △44,823 ― ― ―

自己株式の取得 5 ― ― ― △100,033 ― ―

自己株式の処分  ― 0 ― 1 ― ―

株式に基づく報酬取引  ― 7 ― 108 ― ―

支配の喪失を伴わない
子会社に対する
所有者持分の変動

 ― 16 ― ― △0 ―

その他の資本の構成要素
から利益剰余金への振替

 ― ― 16,916 ― △17,028 113

その他の増減  ― ― ― ― ― ―

所有者との取引額合計  ― 24 △27,907 △99,924 △17,029 113

2018年９月30日残高  102,046 2,232 912,475 △101,943 67,624 ―
 

 

 注記

親会社の所有者に帰属する持分

非支配持分 資本合計

その他の資本の構成要素

合計在外営業活動体

の換算差額

キャッシュ・

フロー・ヘッジ
合計

2018年１月１日残高  △27,352 △2,031 44,140 957,828 271,311 1,229,139

四半期利益  ― ― ― 128,928 26,940 155,868

その他の包括利益  △37,971 1,621 △25,332 △25,332 △4,130 △29,462

　四半期包括利益  △37,971 1,621 △25,332 103,596 22,810 126,405

剰余金の配当 5 ― ― ― △44,823 △9,606 △54,429

自己株式の取得 5 ― ― ― △100,033 ― △100,033

自己株式の処分  ― ― ― 1 ― 1

株式に基づく報酬取引  ― ― ― 116 31 147

支配の喪失を伴わない
子会社に対する
所有者持分の変動

 1 ― 1 17 118 135

その他の資本の構成要素
から利益剰余金への振替

 ― ― △16,916 ― ― ―

その他の増減  ― ― ― ― △15 △15

所有者との取引額合計  1 ― △16,915 △144,722 △9,472 △154,194

2018年９月30日残高  △65,321 △410 1,893 916,702 284,649 1,201,351
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(5) 【要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：百万円)

 注記
前第３四半期連結累計期間
(自　2017年１月１日
　至　2017年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2018年１月１日
　至　2018年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前四半期利益  190,737 198,658

非継続事業からの税引前四半期利益  19,778 ―

減価償却費及び償却費  51,014 49,144

減損損失  1,733 1,136

減損損失戻入益  ― △3,360

受取利息及び受取配当金  △4,579 △3,668

持分法による投資利益  △21,646 △20,843

支払利息  12,205 4,663

有形固定資産及び無形資産売却益  △33,515 △11,178

有形固定資産及び無形資産除売却損  928 1,071

　子会社株式売却益  △2,416 △12,103

　非継続事業の売却益  △33,237 ―

持分法で会計処理されている投資の売却
益

 △2,441 △19,782

営業債権の増減額(△は増加)  44,572 22,898

棚卸資産の増減額(△は増加)  △10,829 △22,776

営業債務の増減額(△は減少)  △4,729 △879

未払酒税の増減額(△は減少)  △1,878 2,833

預り金の増減額(△は減少)  △18,403 △18,639

その他  9,557 △19,612

小計  196,851 147,563

利息及び配当金の受取額  14,228 13,362

利息の支払額  △5,922 △4,962

法人所得税の支払額  △38,629 △17,184

営業活動によるキャッシュ・フロー  166,527 138,779
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(単位：百万円)

 注記
前第３四半期連結累計期間
(自　2017年１月１日
　至　2017年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2018年１月１日
　至　2018年９月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出  △53,640 △3,689

有形固定資産及び無形資産の取得による
支出

 △60,958 △63,488

有形固定資産及び無形資産の売却による
収入

 46,790 16,801

投資の取得による支出  △11,723 △2,806

投資の売却による収入  7,621 30,336

事業の取得による支出 11 △22,585 ―

事業の取得対価の精算による収入 11 ― 7,694

子会社株式の取得による支出  ― △4,348

子会社株式の売却による収入  22,449 9,087

非継続事業の売却による収入  67,332 ―

持分法で会計処理されている投資の取得
による支出

 △4,377 △4,744

持分法で会計処理されている投資の売却
による収入

 2,739 85,059

貸付金の回収による収入 11 37,600 5,800

その他  888 4,082

投資活動によるキャッシュ・フロー  32,135 79,784

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額  △7,814 10,235

コマーシャル・ペーパーの純増減額  △45,000 20,000

長期借入による収入  ― 15,892

長期借入金の返済による支出  △28,991 △20,000

社債の償還による支出  ― △70,000

自己株式の取得による支出  △64 △100,046

配当金の支払額  △36,959 △44,823

非支配持分への配当金の支払額  △8,870 △10,887

その他  △5,928 △1,776

財務活動によるキャッシュ・フロー  △133,626 △201,405

現金及び現金同等物に係る換算差額  △8,029 △6,457

現金及び現金同等物の増減額(△は減少)  57,007 10,701

現金及び現金同等物の期首残高 11 66,499 161,987

現金及び現金同等物の四半期末残高  123,506 172,688
 

(注)要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書には非継続事業に関するキャッシュ・フローが含まれております。
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【要約四半期連結財務諸表注記】

１．報告企業

キリンホールディングス㈱(以下、当社)は、日本に所在する株式会社であります。当社の登録されている住所は、

ウェブサイト(http://www.kirinholdings.co.jp/)で開示しております。

当社及び子会社(以下、当社グループ)は、酒類、清涼飲料、医薬品及びバイオケミカル製品の製造・販売等を行っ

ております。

　

２．作成の基礎

(1) IFRSに準拠している旨

当社グループの要約四半期連結財務諸表は、四半期連結財務諸表規則第１条の２に掲げる「指定国際会計基準特

定会社」の要件を満たすことから、同93条の規定により、IAS第34号に準拠して作成しております。

要約四半期連結財務諸表は、年度の連結財務諸表で要求されるすべての情報が含まれていないため、2017年12月

31日に終了した前年度の連結財務諸表と併せて利用されるべきものであります。

　

(2) 要約四半期連結財務諸表の承認

当社グループの要約四半期連結財務諸表は、2018年11月８日において当社代表取締役社長 磯崎功典及び取締役常

務執行役員 横田乃里也により公表の承認がなされております。

 
(3) 会計上の判断、見積り及び仮定

当社グループの要約四半期連結財務諸表は、収益及び費用、資産及び負債の測定並びに報告日現在の偶発事象の

開示等に関する経営者の見積り及び仮定を含んでおります。実際の結果は、その性質上、これらの見積り及び仮定

とは異なる結果となる可能性があります。

見積り及び仮定は経営者により継続して見直しております。これらの見積り及び仮定の見直しによる影響は、そ

の見積り及び仮定を見直した期間及びそれ以降の期間において認識しております。

当社グループの要約四半期連結財務諸表で認識する金額に重要な影響を与える見積り及び仮定は、原則として前

年度と同様であります。

 
３．重要な会計方針

当社グループの要約四半期連結財務諸表において適用する重要な会計方針は、前年度に係る連結財務諸表において

適用した会計方針と同一であります。
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４．事業セグメント

(1) 報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっている事業セグメント

を基礎に決定しており、「日本綜合飲料事業」「オセアニア綜合飲料事業」「海外その他綜合飲料事業」「医薬・

バイオケミカル事業」の４つを報告セグメントとしております。

「日本綜合飲料事業」は、キリン㈱を統括会社として日本におけるビール、発泡酒、新ジャンル、洋酒他酒類製

品、清涼飲料の製造・販売を行っており、エンジニアリング、物流等の事業を含んでおります。

「オセアニア綜合飲料事業」は、LION PTY LTDを統括会社としてオセアニア地域におけるビール、洋酒、乳製

品、果汁飲料等の製造・販売を行っております。

「海外その他綜合飲料事業」は、ミャンマーにおけるビールの製造・販売や北米地域における清涼飲料の製造・

販売等の事業セグメントから構成されております。なお、海外その他綜合飲料事業については製品・サービス、市

場や顧客、経済的特徴(資産合計利益率)等の類似性を考慮した上で、これらの事業セグメントを集約しておりま

す。

「医薬・バイオケミカル事業」は、協和発酵キリン㈱を統括会社として医薬品、バイオケミカル製品等の製造・

販売を行っております。

また、セグメント情報における会計方針は、当社の要約四半期連結財務諸表における会計方針と概ね同一であり

ます。

セグメント間売上収益は、市場実勢価格に基づいております。

　

なお、前年度(2017年５月)において、当社グループは、海外その他綜合飲料事業におけるBrasil Kirin Holding

S.A.をBavaria S.A.(Heineken International B.V.子会社)に譲渡いたしました。これに伴いBrasil Kirin Holding

S.A.に関連する損益及びキャッシュ・フローは非継続事業に分類しているため、同社に関する損益は報告セグメン

ト情報に含めておりません。
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(2) 報告セグメントに関する情報

各報告セグメントに関連する情報を以下に記載しております。

(第３四半期連結累計期間)

前第３四半期連結累計期間(自　2017年１月１日　至　2017年９月30日)

(単位：百万円)

 

報告セグメント

その他
(注１)

調整額
(注２)

連結綜合飲料 医薬・バイ
オケミカル日本 オセアニア 海外その他

外部顧客からの
売上収益

778,583 249,267 57,573 256,624 13,269 ― 1,355,315

セグメント間
売上収益

2,173 14 5 5,214 581 △7,988 ―

計 780,756 249,282 57,578 261,838 13,850 △7,988 1,355,315

セグメント利益
(注３)

59,056 35,933 9,665 47,797 869 △4,371 148,950

     その他の営業収益 39,200

     その他の営業費用 16,819

     金融収益 3,364

     金融費用 8,047

     持分法による投資利益 21,646

     
持分法で会計処理され
ている投資の売却益

2,441

     税引前四半期利益 190,737
 

(注) １　「その他」の区分は、乳製品などの食品事業等を含んでおります。

２　調整額は、主にセグメント間取引消去及び各報告セグメントに配分していない全社費用が含まれており

ます。全社費用は、主に純粋持株会社である当社において発生するグループ管理費用であります。

３　セグメント利益は、売上収益から売上原価、販売費及び一般管理費を控除した金額である事業利益を使

用しております。
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当第３四半期連結累計期間(自　2018年１月１日　至　2018年９月30日)

(単位：百万円)

 

報告セグメント

その他
(注１)

調整額
(注２)

連結綜合飲料 医薬・バイ
オケミカル日本 オセアニア 海外その他

外部顧客からの
売上収益

795,856 237,694 126,314 248,911 11,949 ― 1,420,724

セグメント間
売上収益

1,473 26 12 5,547 532 △7,591 ―

計 797,329 237,721 126,326 254,458 12,482 △7,591 1,420,724

セグメント利益
(注３)

62,420 31,685 10,930 45,621 280 △3,697 147,240

     その他の営業収益 28,500

     その他の営業費用 15,685

     金融収益 3,894

     金融費用 5,916

     持分法による投資利益 20,843

     
持分法で会計処理され
ている投資の売却益

19,782

     税引前四半期利益 198,658
 

(注) １　「その他」の区分は、乳製品などの食品事業等を含んでおります。

２　調整額は、主にセグメント間取引消去及び各報告セグメントに配分していない全社費用が含まれており

ます。全社費用は、主に純粋持株会社である当社において発生するグループ管理費用であります。

３　セグメント利益は、売上収益から売上原価、販売費及び一般管理費を控除した金額である事業利益を使

用しております。
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(第３四半期連結会計期間)

前第３四半期連結会計期間(自　2017年７月１日　至　2017年９月30日)

(単位：百万円)

 

報告セグメント

その他
(注１)

調整額
(注２)

連結綜合飲料 医薬・バイ
オケミカル日本 オセアニア 海外その他

外部顧客からの
売上収益

287,222 83,890 19,196 82,689 4,165 ― 477,162

セグメント間
売上収益

821 12 3 1,752 200 △2,787 ―

計 288,043 83,902 19,199 84,441 4,364 △2,787 477,162

セグメント利益
(注３)

29,250 13,717 1,823 15,338 210 △1,294 59,044

     その他の営業収益 2,918

     その他の営業費用 5,529

     金融収益 1,037

     金融費用 1,400

     持分法による投資利益 9,166

     
持分法で会計処理され
ている投資の売却益

2,441

     税引前四半期利益 67,678
 

(注) １　「その他」の区分は、乳製品などの食品事業等を含んでおります。

２　調整額は、主にセグメント間取引消去及び各報告セグメントに配分していない全社費用が含まれており

ます。全社費用は、主に純粋持株会社である当社において発生するグループ管理費用であります。

３　セグメント利益は、売上収益から売上原価、販売費及び一般管理費を控除した金額である事業利益を使

用しております。
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当第３四半期連結会計期間(自　2018年７月１日　至　2018年９月30日)

(単位：百万円)

 

報告セグメント

その他
(注１)

調整額
(注２)

連結綜合飲料 医薬・バイ
オケミカル日本 オセアニア 海外その他

外部顧客からの
売上収益

296,623 78,531 43,211 80,018 4,096 ― 502,480

セグメント間
売上収益

345 9 4 1,962 192 △2,512 ―

計 296,968 78,540 43,215 81,980 4,289 △2,512 502,480

セグメント利益
(注３)

32,657 11,241 3,145 14,426 171 △874 60,766

     その他の営業収益 5,029

     その他の営業費用 5,750

     金融収益 920

     金融費用 1,538

     持分法による投資利益 7,668

     
持分法で会計処理され
ている投資の売却益

―

     税引前四半期利益 67,095
 

(注) １　「その他」の区分は、乳製品などの食品事業等を含んでおります。

２　調整額は、主にセグメント間取引消去及び各報告セグメントに配分していない全社費用が含まれており

ます。全社費用は、主に純粋持株会社である当社において発生するグループ管理費用であります。

３　セグメント利益は、売上収益から売上原価、販売費及び一般管理費を控除した金額である事業利益を使

用しております。
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５．資本

(1) 自己株式の取得

(当第３四半期連結累計期間)

　　　当社は、2018年２月14日開催の取締役会決議に基づき、自己株式の取得を行いました。この取得等により自己株

　　式は、当第３四半期連結累計期間において34,603,981株増加しました。

 
(2) 配当

①　配当金支払額は、以下のとおりであります。

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当金額

基準日 効力発生日

2017年３月30日
定時株主総会

普通株式 18,250 20円00銭 2016年12月31日 2017年３月31日

2017年８月３日
取締役会

普通株式 18,709 20円50銭 2017年６月30日 2017年９月５日

2018年３月29日
定時株主総会

普通株式 23,271 25円50銭 2017年12月31日 2018年３月30日

2018年８月７日
取締役会

普通株式 21,552 24円00銭 2018年６月30日 2018年９月５日
 

 

②　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるものは、以下のとおりであります。

　

 　　　 該当事項はありません。
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６．売上収益

　売上収益の分解とセグメント収益との関連は、以下のとおりであります。

(単位：百万円)

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2017年１月１日
　　至　2017年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2018年１月１日
　　至　2018年９月30日)

綜合飲料   

 日本綜合飲料   

  酒類 540,770 554,811

  飲料 215,206 213,577

  その他 22,607 27,468

  合計 778,583 795,856

 オセアニア綜合飲料   

  酒類 136,506 129,538

  飲料 112,761 108,156

  合計 249,267 237,694

 海外その他綜合飲料   

  酒類 18,110 19,768

  飲料 37,978 105,102

  その他 1,485 1,444

  合計 57,573 126,314

医薬・バイオケミカル   

 医薬 202,293 196,928

 バイオケミカル 54,331 51,983

 合計 256,624 248,911

その他 13,269 11,949

連結 1,355,315 1,420,724
 

 

７．販売費及び一般管理費　

「販売費及び一般管理費」の内訳は、以下のとおりであります。

(単位：百万円)

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2017年１月１日
　　至　2017年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2018年１月１日
　　至　2018年９月30日)

販売促進費・広告宣伝費 114,938 115,108

従業員給付費用 124,625 137,435

運搬費 49,708 51,597

研究開発費 42,320 40,307

減価償却費及び償却費 19,875 20,762

その他 93,569 101,654

合計 445,034 466,862
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８．その他の営業収益　

「その他の営業収益」の内訳は、以下のとおりであります。

(単位：百万円)

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2017年１月１日
　　至　2017年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2018年１月１日
　　至　2018年９月30日)

子会社株式売却益 2,416 12,103

有形固定資産及び無形資産売却益 33,300 11,178

減損損失戻入益 ― 3,360

その他 3,484 1,860

合計 39,200 28,500
 

(注)　当第３四半期連結累計期間において、子会社株式売却益12,103百万円には、残存持分を支配喪失日現在の公正

価値で再評価したことによる利益3,664百万円が含まれております。

　

９．その他の営業費用

「その他の営業費用」の内訳は、以下のとおりであります。

(単位：百万円)

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2017年１月１日
　　至　2017年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2018年１月１日
　　至　2018年９月30日)

ソフトウェア開発費 3,700 5,999

事業構造改善費用 5,066 2,187

有形固定資産及び無形資産除売却損 915 1,142

その他 7,139 6,356

合計 16,819 15,685
 

(注)　事業構造改善費用は、連結子会社における特別退職金、工場再編成費用等を計上したものです。

 
10．金融収益及び金融費用　

「金融収益」及び「金融費用」の内訳は、以下のとおりであります。

(単位：百万円)

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2017年１月１日
　　至　2017年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2018年１月１日
　　至　2018年９月30日)

受取利息(注１) 1,192 1,503

受取配当金(注２) 1,997 2,165

その他 175 226

金融収益合計 3,364 3,894

支払利息(注１) 4,910 4,663

為替差損(純額) 2,688 772

その他 449 481

金融費用合計 8,047 5,916
 

(注)１　「受取利息」及び「支払利息」は、主に償却原価で測定される金融資産及び金融負債から発生しておりま

す。

　　２　「受取配当金」はその他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融商品から発生しております。
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11．キャッシュ・フロー

(1) 現金及び現金同等物

(当第３四半期連結累計期間)

　要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書における現金及び現金同等物の期首残高161,987百万円には、売却目的

で保有する非流動資産に分類した現金及び現金同等物1,074百万円が含まれております。

 
(2) 事業の取得による支出

(前第３四半期連結累計期間)

 米国の清涼飲料事業の子会社であるThe Coca-Cola Bottling Company of Northern New England, Inc.が  

Coca-Cola Refreshments USA, Inc.から米国北東部における近接テリトリーでの製造販売事業を取得したことによ

るものです。増加した資産及び負債の主な内訳並びに事業の取得価額と取得による支出の関係は以下のとおりであ

ります。

 (単位：百万円)

非流動資産 20,042

流動資産 5,634

のれん 248

流動負債 △3,772

事業の取得価額 22,151

未払額 △7,219

未収額(精算金) 7,694

被取得事業が保有していた現金及び現金同等物 △42

差引：事業の取得による支出 22,585
 

 
(3)事業の取得対価の精算による収入

(当第３四半期連結累計期間)

　前第３四半期連結会計期間に実施した事業の取得について、当第３四半期連結会計期間に取得対価の精算金を受

領したことによる金額であります。

 

(4) 貸付金の回収による収入

(前第３四半期連結累計期間)

　非継続事業に分類されたBrasil Kirin Holding S.A.への貸付金について、同社の売却後に回収した金額でありま

す。

 
(当第３四半期連結累計期間)

　株式の売却により連結子会社でなくなった会社から連結除外後に回収した金額であります。
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12．１株当たり四半期利益

(第３四半期連結累計期間)

(1) 基本的１株当たり四半期利益の算定上の基礎

基本的１株当たり四半期利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。　

 

①　親会社の普通株主に帰属する四半期利益(基本的)

(単位：百万円)

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2017年１月１日
　至　2017年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2018年１月１日
　至　2018年９月30日)

親会社の所有者に帰属する
四半期利益

217,178 128,928

親会社の普通株主に帰属しない金額 ― ―

親会社の普通株主に帰属する
四半期利益

217,178 128,928

親会社の普通株主に帰属する非継続
事業からの四半期利益

81,786 ―

親会社の普通株主に帰属する継続事
業からの四半期利益

135,392 128,928
 

 

②　加重平均普通株式数(基本的)

(単位：千株)

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2017年１月１日
　至　2017年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2018年１月１日
　至　2018年９月30日)

加重平均普通株式数 912,570 900,008
 

 
(2) 希薄化後１株当たり四半期利益の算定上の基礎

希薄化後１株当たり四半期利益は、親会社の普通株主に帰属する四半期利益及びすべての希薄化潜在的普通株式

の影響を調整した加重平均普通株式数に基づき、以下のように算定しております。

　

① 親会社の普通株主に帰属する四半期利益(希薄化後)

(単位：百万円)

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2017年１月１日
　至　2017年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2018年１月１日
　至　2018年９月30日)

親会社の普通株主に帰属する
四半期利益

217,178 128,928

子会社が発行する潜在株式に係る
調整額

△14 △30

希薄化後普通株主に帰属する
四半期利益

217,164 128,898

希薄化後親会社の普通株主に帰属す
る非継続事業からの四半期利益

81,786 ―

希薄化後親会社の普通株主に帰属す
る継続事業からの四半期利益

135,377 128,898
 

 
②　加重平均普通株式数(希薄化後)

(単位：千株)

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2017年１月１日
　至　2017年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2018年１月１日
　至　2018年９月30日)

加重平均普通株式数(基本的) 912,570 900,008

希薄化効果の影響 ― ―

加重平均普通株式数(希薄化後) 912,570 900,008
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(第３四半期連結会計期間)

(1) 基本的１株当たり四半期利益の算定上の基礎

基本的１株当たり四半期利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。　

 
①　親会社の普通株主に帰属する四半期利益(基本的)

(単位：百万円)

 
前第３四半期連結会計期間
(自　2017年７月１日
　至　2017年９月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自　2018年７月１日
　至　2018年９月30日)

親会社の所有者に帰属する
四半期利益

47,401 42,458

親会社の普通株主に帰属しない金額 ― ―

親会社の普通株主に帰属する
四半期利益

47,401 42,458

親会社の普通株主に帰属する非継続
事業からの四半期利益

― ―

親会社の普通株主に帰属する継続事
業からの四半期利益

47,401 42,458
 

 

②　加重平均普通株式数(基本的)

(単位：千株)

 
前第３四半期連結会計期間
(自　2017年７月１日
　至　2017年９月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自　2018年７月１日
　至　2018年９月30日)

加重平均普通株式数 912,614 883,750
 

 
(2) 希薄化後１株当たり四半期利益の算定上の基礎

希薄化後１株当たり四半期利益は、親会社の普通株主に帰属する四半期利益及びすべての希薄化潜在的普通株式

の影響を調整した加重平均普通株式数に基づき、以下のように算定しております。

　

①　親会社の普通株主に帰属する四半期利益(希薄化後)

(単位：百万円)

 
前第３四半期連結会計期間
(自　2017年７月１日
　至　2017年９月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自　2018年７月１日
　至　2018年９月30日)

親会社の普通株主に帰属する
四半期利益

47,401 42,458

子会社が発行する潜在株式に係る
調整額

△5 △8

希薄化後普通株主に帰属する
四半期利益

47,396 42,450

希薄化後親会社の普通株主に帰属す
る非継続事業からの四半期利益

― ―

希薄化後親会社の普通株主に帰属す
る継続事業からの四半期利益

47,396 42,450
 

 
②　加重平均普通株式数(希薄化後)

(単位：千株)

 
前第３四半期連結会計期間
(自　2017年７月１日
　至　2017年９月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自　2018年７月１日
　至　2018年９月30日)

加重平均普通株式数(基本的) 912,614 883,750

希薄化効果の影響 ― ―

加重平均普通株式数(希薄化後) 912,614 883,750
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13．金融商品

(金融商品の公正価値)

金融商品の公正価値ヒエラルキーは、レベル１からレベル３までを以下のように分類しております。

レベル１： 活発な市場における公表価格により測定された公正価値

レベル２： レベル１以外の、観察可能な価格を直接又は間接的に使用して算出された公正価値

レベル３： 観察可能な市場データに基づかないインプットを含む、評価技法から算出された公正価値
 

　  公正価値ヒエラルキーのレベル間の振替は、報告期間の末日時点で発生したものとして認識しております。

 
①　償却原価で測定される金融商品

償却原価で測定される金融商品の帳簿価額と公正価値ヒエラルキーは、以下のとおりであります。

前年度(2017年12月31日)

(単位：百万円)

 帳簿価額
公正価値

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金(注１) 287,855 ― ― 295,483 295,483

社債(注２) 194,805 ― 199,269 ― 199,269
 

 

当第３四半期連結会計期間末(2018年９月30日)

(単位：百万円)

 帳簿価額
公正価値

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金(注１) 284,312 ― ― 290,230 290,230

社債(注２) 124,854 ― 127,839 ― 127,839
 

　　　　１年内返済及び償還予定の残高を含んでおります。

　償却原価で測定される短期金融資産、短期金融負債については、公正価値は帳簿価額と近似しております。

(注)１　長期借入金の公正価値については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で

　割り引いた現在価値により算定しております。

　　２ 社債の公正価値については、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引

　　   いた現在価値により算定しております。
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　②　公正価値で測定される金融商品

公正価値で測定される金融商品の公正価値ヒエラルキーは、以下のとおりであります。

前年度(2017年12月31日)

(単位：百万円)

 
公正価値

レベル１ レベル２ レベル３(注) 合計

資産：     

　デリバティブ資産 ― 262 ― 262

　株式 155,067 ― 29,678 184,744

　その他 ― 211 ― 211

合計 155,067 473 29,678 185,218

負債：     

　デリバティブ負債 ― 8,797 ― 8,797

合計 ― 8,797 ― 8,797
 

 

当第３四半期連結会計期間末(2018年９月30日)

(単位：百万円)

 
公正価値

レベル１ レベル２ レベル３(注) 合計

資産：     

　デリバティブ資産 ― 1,232 ― 1,232

　株式 141,516 ― 26,762 168,278

　その他 ― 214 ― 214

合計 141,516 1,446 26,762 169,724

負債：     

　デリバティブ負債 ― 7,261 138 7,399

合計 ― 7,261 138 7,399
 

　　レベル１、２及び３の間の振替はありません。

(注)レベル３の金融商品に係る公正価値の測定は、関連する社内規程に従い実施しております。公正価値の測定に

　　　際しては、対象となる金融商品の性質、特徴及びリスクをもっとも適切に反映できる評価技法及びインプット

　　　を用いております。

　　　また、経常的に公正価値で測定されるレベル３に分類される金融商品の公正価値の測定に関する重要な観察可

　　　能でないインプットは、営業利益倍率及び非流動性ディスカウントであります。公正価値は営業利益倍率の上

　　　昇(低下)により増加(減少)し、非流動性ディスカウントの上昇(低下)により減少(増加)します。

　　　レベル３に分類される金融商品について、観察可能でないインプットを合理的に考え得る代替的な仮定に変更

　　　した場合の公正価値の増減は重要ではありません。

　　　なお、資産における前年度からの減少理由は、主に市場性のない投資有価証券の売却と公正価値の増加の差分　

　　　によるものです。
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14．後発事象

(子会社株式の譲渡にかかる検討開始)

　当社は、Lion-Dairy and Drinks(以下「ライオン飲料事業」)の株式を第三者に譲渡する検討を、2018年10月に開始

しております。

(1) 譲渡検討開始の理由

　ライオン飲料事業が従来の収益性を改善するステージから「栄養」の付加価値を持った乳製品・飲料の強化により

成長するステージへとステップアップするためには、新たな投資、資源配分及び戦略遂行のための能力が必要となる

ことが見込まれます。

　一方、Lion Pty Ltdの事業価値及び当社の株主価値を最大化するためには、収益性、成長性がより高いカテゴリー

であるオセアニア及び海外クラフトビール、今後オセアニアで高成長が見込まれるプレミアム飲料への投資拡大を優

先すべきであると認識しています。

　以上から、ライオン飲料事業の成長ポテンシャルを最大化することができる第三者に譲渡することが最善であると

判断し、株式譲渡の検討を開始することとしました。

　なお、本件株式譲渡がライオン酒類事業に影響を及ぼすことはありません。

(2) 本件の概要

譲渡株式 ライオン飲料事業の株式100%

譲渡価額 未定

譲渡先 未定
 

(3) ライオン飲料事業の概要

名称 Lion-Dairy and Drinks Pty Ltd

所在地 オーストラリア ビクトリア州 メルボルン市

代表者の役職・氏名 Managing Director: Kathy Karabatsas

事業内容 オセアニアにおける乳製品、飲料等の製造、販売

資本金 約552百万豪ドル(約458億円(注))

設立年 1991年(National Foods Limitedとして設立)

大株主及び持株比率 Lion Pty Ltd 100.0％

上場会社と当該事業との間の
関係

資本関係
100％子会社(100％子会社であるライオンの100％子会
社)です。

人的関係
直接の人的関係はありません(当該事業の親会社である
ライオンへの取締役派遣等の人的関係があります)。

取引関係
直接の取引関係はありません(当該事業の親会社である
ライオンに対し、長期・短期資金の貸付や経営指導・管
理に係る役務提供を行っています)。

 

(注) １豪ドル＝83.00円の場合

(4) その他

　株式譲渡の検討開始に伴い、当社における内部モニタリング単位が変更され、のれんの減損判定単位が変更となっ

たため、のれんの帳簿価額を変更後の資金生成単位の価値の比率で按分しました。当該株式譲渡の検討開始が当第３

四半期の要約四半期連結財務諸表へ与える影響はありません。

　子会社株式譲渡にかかる今後の見通し、財務への影響は、現時点では未定です。
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15．その他

前第３四半期連結会計期間にThe Coca-Cola Bottling Company of Northern New England, Inc.がCoca-Cola

Refreshments USA, Inc.から取得した事業について、取得日において取得原価配分手続が完了しておらず、暫定的な

評価に基づいて会計処理していました。当第３四半期連結会計期間において精算金を受領、取得原価を調整し、評価

を確定させております。この確定した評価に基づいて、有形固定資産、のれん及び無形資産等について取得日時点で

認識した暫定的な金額を遡及修正しております。
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２ 【その他】

2018年８月７日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

　　(イ)中間配当による配当金の総額………………………21,552百万円

　　(ロ)１株当たりの金額……………………………………24円00銭

　　(ハ)支払請求の効力発生日及び支払開始日……………2018年９月５日

(注) 2018年６月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2018年11月８日

キリンホールディングス株式会社

取締役会 御中

　

有限責任 あずさ監査法人
 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　金　　子　　寛　　人　　印

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   服   部   將　 一   印

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   山   田         真   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているキリンホール

ディングス株式会社の2018年１月１日から2018年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(2018年７月１

日から2018年９月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(2018年１月１日から2018年９月30日まで)に係る要約四半期連

結財務諸表、すなわち、要約四半期連結財政状態計算書、要約四半期連結損益計算書、要約四半期連結包括利益計算

書、要約四半期連結持分変動計算書、要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び要約四半期連結財務諸表注記につ

いて四半期レビューを行った。

 

要約四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」第93条の規定により国際会計基準

第34号「期中財務報告」に準拠して要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は

誤謬による重要な虚偽表示のない要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部

統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から要約四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準

に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の要約四半期連結財務諸表が、国際会計基準第34号「期中財務

報告」に準拠して、キリンホールディングス株式会社及び連結子会社の2018年９月30日現在の財政状態、同日をもって

終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
　

 

(注)１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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